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1 .まえがき

平成2年から平成7年にかけての雲仙普賢岳の火山災害は、島原市および深江町を中心に人的およ

び物的被害をもたらした。さらに、観光客の減少、人口の流出などによって商工被害が島原半島全域

に発生した。島原市、深江町および長崎県は災害復興計画を策定して、復興への意欲を住民、関係機

関に伝えてきた。噴火の停止が確認されると、長崎県は、平成8年度に地域住民、関係市町、国の機

関および地元の各種団体と一体となって島原地域全体の復興を目指した島原地域再生行動計画(通称

がまだす計画、島原地域の方言でがんばるとの意味)を策定した。これまでの噴火継続中に提案され

た復興計画の実施主体、財源と実施時期を明らかにするとともに、道の駅の建設、土石流災害遺構の

保存などの新規の計画も取り入れられた。がまだす計画は、平成9年から平成 13年の 5年間で実施

されてきたが、ほぼ計画どおり着手されてきた。がまだす計画の最終年度が平成 13年度にあたり、

復興事業の基本的部分は予定通りほぼ終了しつつある。しかし、火山観光化などの地域振興策の推進、

身近な生活環境の整備やまちづくりにおいて噴火活動で停滞した分野の充実、また復興事業で整備し

た施設の維持管理費の増大などの新たな課題が発生し、噴火災害の後始末で解決すべきことがまだ多

い状況にある。

一方、防災面から見ると、平成2年 11月に噴火を始めた雲仙普賢岳の火山災害は、島原市を中心

に島原半島全域に大きな被害をもたらし、平成7年 3月に事実上終息した('災害対策本部の解散は平

成8年6月)。土石流や火砕流が頻発し、島原地域は死者 ・行方不明 44人および建物被害 2，511棟

の物的被害を受けた。さらに、直接被害 747.5億円、間接被害 155l.9億円を合せて 2294.2億円の

被害額となったロまた、平成6年以降、島原市においては土石流や火砕流の発生による被害はなく、

安全確保のための治山 ・砂防ダムおよび導流堤の工事も順調に進んでいる。このように島原地域の安

全性は高まっているが、普賢岳の山腹には大量の土砂が堆積しており、土石流の発生の危険性は依然

として高い。さらに、普賢岳の溶岩ドームや唐山の大地震による崩擦のおそれも残っている。このよ

うに島原市では今後も災害が発生する可能性が他の地域に比べて高く、噴火時に蓄積した情報収集、

伝達体制、防災意識、自主防災組織などの防災への取り組みを維持していく必要がある。

そこで、本調査研究は平成 13年 10月に実施した島原市民アンケート調査を基に、生活環境、生

活基盤の整備、復興対策の重点事項および火山観光化に関する市民の受け取り・評価を紹介する。ま

た、本研究では、噴火終息後日年目の復興期における災害時の避難対策の周知状況、防災都市づくり

に対する意向を明らかにする。

さらに、調査結果を同じく市民を対象にした噴火継続中の平成6年 12月のアンケート調査の結果、

噴火終息直後の平成7年 12月のアンケート調査および島原地域再生行動計画(がまだす計画)など

の復興・振興策がそろった平成9年 9月のアンケート調査と比較する。

本報告において、アンケート調査の集計結果を分析し得られたことを以下にまとめる。

( 1 )現在の生活で不便や不満に思っていることとして「交通の使」や「収入」、「仕事Jおよび「都

市下水 ・排水処理Jが上位を占めている。平成6年および平成9年のアンケート調査結果においても

同様の項目が上位を占めているが、特に「仕事」とする回答が大きく滑加しており、噴火中に比べて

雇用状況が厳しくなっていることを示唆している。

(2)島原市のシンボノレとして「島原城Jとする回答が減少し、「湧水Jとする回答が増加している。

しかし、「普賢岳」とする回答はほとんど変化がなく、「火山」をイメージする状況にはなっていない。

(3)島原市の都市のイメージとしては、噴火以前の観光保養都市が多く、火山災害後の火山を活か



した国民公園都市は逆に減少しており、市民に定着するには至っていない。

(4)噴火後の復興事業で、防災施設，道路，体育館および公営住宅の整備は進んだが、企業の誘致，

下水道の整備および中心市街地の再開発は「停滞したJと評価されている。平成9年の結果と比較し

でもさほど変化はなく、「停滞したJとする項目については整備が進んでいないとみなされている。

( 5)火山観光化の推進については、市民の合意が得られているが、火山災害の恵みである平成新山

や火山災害i虚構の保存によって島原の魅力が繕えたとする回答は 40%程度にとどまっている。また、

火山観光の資源が増えたにもかかわらず、火山観光化についての評価については変化がない。

(6 )これから復興事業で震点を置いて取り組むべき重要項目には、「島原諌早道路の早期整備」、「雇

用対策jおよび「汚水処理施設の整備」といった生活の不満や不便さを解消する項目が多い。

(7)安中地区の復興で重点を置いて取り組むべきこととして、「緑の回復」、「安中三角地帯と北部

とを結ぶ生活道路の整備」および「導流堤や砂防ダムなどの防災施設の利活用Jなどの砂防指定地の

利活用に関することを重要視している。

(8)砂防指定地の管理者および利活用の主体について周知されているが、砂防指定地の利活用にあ

たっての制限や条件についてはあまり周知されていなし、。今後は利活用を申請して取り組む場合の手

続き方法、管理などを示したマニュアノレの整備と配布が望まれる。

( 9)防災マップや防災ガイドラインを見たことがあるとする回答が、平成9年のアンケート調査結

果に比べて大きく減少している。島原市で今後心配される災害として居山の山体崩壊を挙げる割合が

多いが、眉山の崩簸に対する避難対象地域が忘れられているか知られていない。住民の入れ替わりな

どがその原因と考えられ、再度防災7 ツプの配布が望まれる。

(10) 島原市で今後心配される災害として眉山の山体崩嬢を挙げる割合が多いが、眉山の崩議に対

する避難対象地域が忘れられている。再度、市が防災"7~プや防災ガイドラインを配布することが望

まれる。

(11)噴火災害について、家庭内で話し合うことがほとんどないとする回答が多く、市民の中で噴

火災害の体験が風化しつつある。

(12)平成 13年のアンケート調査結果と平成9年および平成7年の2回行ったアンケート調査結果

を比較すると、水無川・中尾川の土石流が大きく減少し、雲仙普賢岳の溶岩ドームの崩簸が地加して

おり、島原市民の災害に対する心配は、土石流から地震による普賢岳の溶岩ドームの崩厳に移ってい

る。

(13)砂防ダム群の建設については、調査時点では「基本構想どおりに建設するJとする回答が約 40%

を占めており、地元住民は、基本構想どおりに建設してもらいたいと考えているようである。

(14) 島原市によって、避難訓練の実施や研修会の開催およびパンフレットの配布などの自主防災

組織の活動を活発化させる活動が行われたにもかかわらず、自主防災組織の結成またその活動は未だ

市民に浸透するに至っていない。

以上のように、噴火終怠 6年目における火山災害からの復興に係る島原市民の受け取りが明らかに

された。結果を見ると、残された課題を解決するために火山観光を支援する学習体験の場の提供、緑

の回復、生活の利便性の向上、防災力の維持などに砂防指定地の利活用、防災情報の発信などが復興

支援に期待されることが明からに
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1 .まえがき

平成2年から平成7年にかけての雲仙普賢岳の火山災害は、島原市および深江町を中心に人的およ

び物的被害をもたらした。さらに、観光客の減少、人口の流出などによって商工被害が島原半島全域

に発生した。島原市 1) 目、深江町3)および長崎県叫は災害復興計画を策定して、復興への意欲を住

民、関係機関に伝えてきた。噴火の停止が確認されると、長崎県は、平成8年度に地域住民、関係市

町、国の機関および地元の各種団体と一体となって島原地域全体の復興を目指した島原地域再生行動

計函5) (通称がまだす計画、島原地域の方言でがんばるとの意味)を策定した。これまでの噴火継続

中に提案された復興計画の実施主体、財源と実施時期を明らかにするとともに、道の駅の建設、土石

流災害遺構の保存などの新規の計画も取り入れられた。がまだす計画は、平成9年から平成 13年の

5年間で実施されてきたが、ほぽ計画どおり着手されてきた。がまだす計画の忌終年度が平成 13年

度にあたり、復興事業の基本的部分は予定通りほぼ終了しつつある。しかし、火山観光化などの地域

販興策の推進、身近な生活環境の整備やまちづくりにおいて噴火活動で停滞した分野の充実、また復

興事業で整備した施設の維持管理費の増大などの新たな諜題が発生し、噴火災害の後始末で解決すべ

きことがまだ多い状況にある。そこで、本研究は平成 13年 10月に実施した島原市民アンケート調査

を基に、生活環境、生活基盤の整備、復興対策の重点事項および火山観光化に関する市民の受け取り・

評価を紹介する。さらに、調査結果を同じく市民を対象にした噴火継続中の平成6年 12月のアンケ

ー ト調査結果引円と噴火終息2年後の平成9年 9月のアンケー ト調査結果8) 9)と比較する。

2 アンケート調査の概要

島原地域の復興 ・振興に関する市民の反応や、噴火終息後における市民の地峨防災力を明らかにす

ることを目的に「島原市全域の復興 ・仮輿に関するアンケー卜調査Jと題するアンケート調査を平成

13年 10月に実施した。アンケー トの対象者は島原市全域の 20歳以上の市民を選挙人名簿から無作為

に約 4% (1325人)を抽出した。調査票は郵送方式で配布 ・回収し、 回収率は 44.2%であった。また、

集計においては、比較的まとまったコミュニティで特徴ある性絡を持つ、 小学校区により分けられる

「三会」、 f杉谷」、「森岳J、「霊丘j、「白山Jおよび「安中Jの6地区について分析を行った。

地区別の回収率は表ー1のように、 44.2%で 表ー1地区別配布部数。回収部数および回収率

ある。調査内容は表ー2のようであるが、本論 回収率(%)
文では、1.2， 3， 4， 5および Bの項目について分

析する。

回答者の属性は、男性が 46.8%、女性が

53.2%で、年齢構成は表-3に示されている。

また、回答者の職業と居住歴をそれぞれ表-4、

ニ金地区

杉谷地区

議岳地区

霊丘地区

白山地区

安中地区

合計

一
一川
一四
一山
一間
一

m一山
一川

山
一川
一四
一回
一闘

40.0 

43.2 

46.9 

47.9 

45.2 

39.8 

44.2 

表-5に示す。居住年数を見ると、 r5年未満Jが 7.4%と最近市外からの流入人口が増え始めている

ことが指摘できる。
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表-2 アンケート調査の質問項目と設問数

質問項目 設問数

l住まいの地区の状況と民害時の状況について 10 

2島原での生活について

3まちづくりについて

4火山観光化について

5. .w害誼輿について

6虫害時の避難対策について

7防災都市づくりについて

8砂防指定地の利活用について

表-3 回答者の年齢構成

20歳代

30議代

40蒔代

50歳代

60歳代

70歳以上

世回答

項目

表-5 回答者の島原市における居住度
N=586人

項目 人数(人)

1年未満 8 

l年以上5年未満 35 

5年以上 10年未満 23 

10年以上 15年未満 21 

15年以上 20年未満 29 

20年以上 447 

黒回答 23 

3噌島原での生活について

3. 島原市での生活の現状

「これからも島原に住み続けたいか」と

聞いたところ、「住み続けたし、」とする回答

(%) 

6.0 

9.4 

18.8 

20.8 

21. 3 

20.0 

3.7 

(%) 

1.4 

6.0 

3.9 

3 6 

4.9 

76.3 

3.9 

が 92.7%を占めている。この結果は噴火継 は い

続中および噴火終宮、後の平成6年のアンケ

ート調査結果6)および平成9年のアンケー

卜調査結果8) と間程度である(図ー1)。年 いいえ

齢別集計で見ると、若年層ほど「住み続け

たくなしリとする回答が多い。前回の平成

9年アンケート調査においてもほぼ同様の

結果引が得られている(図-2)0 r住み続

10 20 

3 

7 

5 

5 

6 

6 

5 

表 4 回答者の職業

項目

農林業

漁業

自営工業

自営商業

公務員

会社員

専門職自由業

家庭婦人

学生

無職

その他・

無回害

30 40 50 60 

N=586人

人数(人)

20 

8 

9 

56 

38 

118 

32 

102 

4 

145 

29 

25 

(%) 
70 80 90 100 

図ー1 これからも島原に住み続けたいか(全体)

(無回答を除く)

(%) 

3.4 

1.4 

1.5 

9.6 

6.5 

20.1 

5.5 

17.4 

0.7 

24.7 

5.0 

4.2 

けたくなレリとする回答が、全体で 5.8%であるのに対して 20歳代では 25.7%、30歳代では 16.1%

となっている。このように若年層において「住み続けたくなしリとする回答が多いことは大きな問題

である。居住年数別で見ると、居住年数が少ないほど「住み続けたくなしリ とする回答が多く、 r5年



未満Jで 27.9%、r5~10 年J で 2 1. 7%になっている(図-3)。また、職業別で見ると、「住み続け

たくなし、」とする回答が「公務員」で 10.5%、「家庭婦人Jで 11.8%および「自由業 ・専門験Jで9.4%

と多い(図-4)。島原での生活に強く拘束されない居の回答と見なされる。

全体 (N~5町人)

5年未満 (N~43人)

5-10年 (N~23人)

10-15年 (N~21人)

15-20年 (N~29人1

20年以上 (N~447人)

〈全体}
1113.10仰ヨ586人}

同 9(1'1=408人}

1i6.12 (N:'107人}

(四億代}
内13.¥0{N:35人)

H9.9 (N=32人)
(30時代)
日13.10(1'1=白人〉

H9.9 (1'1"42人〉
何時議代)

HI3.IO (1'1=111人}
H出札 9(1'1=88人 }

ωo織代】

1n3. ¥0 (1'1=123人}

同 9 (枠77人)

(60総代}
刊13.叩 (/11=135人)

同 9(1'1=19人}

【10線以上}
H13.10 (1'1=126入}

H9.9刷 87入I Ia}門U
~ W 10 0 10 W m 40 W 00 70 ~ 00 100 

図-2 これからも島原に住み続けたいか (年齢別集計)

(無回答を除()

|・ はい圏いいえ口構図害 j

議議声
全体制~5B6人)

農林聾 (N~20人)

開業 (N~8 人)

自営高量 自営工業 (N~65人)

公務員 (N~話人)

会仕目 (N~IIB人)

自由量・専門臓 (N~32人)

草庭蝿人 (N~102人)

構様相~145人)
モの他 (N~33人)

(叫)
o 10 20 30 40 印 60 70 田 90100 

(%) 
o 10 20 30 40 印 60 70 80 回 100

図 3 これからも島原に住み続けたいか (居住数別集計} 図-4 これからも島原に住み続けたいか (聡業別集計)

「噴火が終息して 6年経過した現在の状況」について飼いたところ、地区別では「回復していなし、J

および「回復するどころかかえって苦しくなっている」とする回答が、白山地区で 45.4%、安中地区

で 39.0%と多く、依然として苦しい状況が続いている(図-5)。また、職業別で見ると「災害前に戻

っていなし、J、「回復していなしリおよび「かえって苦しくなっているJとする回答が、特に「自営商

業・自営工業Jで 86.8%、[漁業」で 83.3%、「会社員」で 82.2%および「農林業Jで 75.0%と多く、

依然として苦しい状況が続いている (図-6)。平成9年のアンケー ト調査81においても、漁業や自営

商業・自営工業では「災害前に戻っていなし、J、f回復していなしリおよび「かえって苦しくなってい

る」とする回答が大部分を占めていた状況が続いている。
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図-5 噴火が終息して6年経過した現在の状況 (地区別集計)
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漁業(酔6人) 昌回復して駅前より楽
になった

自営商業・自首工業 IN=38人) 四回復したが前に戻るま
でにはなっていない

会社員 (N=28人)_ 111111111111111111111111111111111111111111111111111総議選穏軍事癌
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ままである)
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図-6 噴火が終息して日年経過した現在の状況 (臓業別集計)

3. 2 現在の生活の不便・不満

「現在の生活で不便や不満に思っていることは何かJを聞いたところ、表-6の結果となっている。

「交通の使Jとする回答が 39.1%と最も多く、次に「収入」、「仕事」、「都市下水・排水処理」および

「健康・医療jが続いている。「交通の便」の改善は災害以前および噴火中から懸案事項であり、平成

6年6)および平成9年 8)の実施の 2回のアンケート調査においても 1位である。がまだす計画におい

ても島原ー諌早間の地域高規格道路整備が重点プロジェクトに掲げられている。次に 2，3位の収入

と仕事は経済的事項であるが、特に 「仕事Jが噴火継続中よりも著しく増加している。噴火中や復興

期の工事が多い時期に比べて雇用の状況がかえって厳しくなっていることを示している。これは若者

の島原からの流出につながり、まちの衰退に影響する問題であり、早急な対策が必要であると思われ

る。「都市下水排水処理」に関しては、観光地でかつ湧水がアピーノレポイントにもかかわらず島原で

は下水道の整備が遅れており、生活環境向上や観光地のイメージ向上のために下水道整備の必要性が

以前から指摘されている。



地区別で見たところ、杉谷地区で 「仕事」や「収入」の回答が多い。また安中地区では「買物Jと

する回答が多し、。さらに、職業lllJのクロス集計を見たところ、農林業や漁業、自営商業・自営工業に

おいて「収入」および 「仕事Jとする回答が多，'0 

表-6 現在の生活で不便や不済に思っていることは何か(全体複数回答)

項 目

交通の使

収入

仕事

都市下水 ・排水処理

健康 ・医療

買物

両齢者福祉

人間関係

駐車場

子供の教育

文化活動

スポーツ ・レクリエーション

住宅

騒音

情報の入手

生涯学習

交通安全

衛生

プフイパシ

災害

その他、無回答

4.まちづくりについて

4. 島原市の人口予測

島原市の人口は、昭和 60年の 46，061

人から平成 2年の 44，828人とゆるや

かに減少を続けていたが、平成 7年に

は 40，778人と噴火災害の影響を受け

て大幅に減少した。その後、減少の割

合は小さくなっているが、平成 12年に

は、 39，605人と 4万人を割り込んでい

る。そこで、「今後の島原市の人口はど

平成 13年 10月

(N=586人)

(%) 
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31. 6 
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人口は二のまま揖少

64 

平成 9年 9月

(N=108人)

(%) 

40.7 

30.4 
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27.0 

13.2 

21. 3 

7.6 

14.5 

7.6 

8.6 

6.6 

8.3 

7.1 

11. 3 

3.2 

9.6 

5.6 

4.2 

16.2 

13.5 

平成 6年 12月

(N=384人)

(%) 

38.4 

29.7 

19.0 

39.6 

24.0 

4.9 

17.4 

4.7 

17.7 

9.4 

7.0 

7.3 

13.3 

4.7 

8.3 

3.1 

3.9 

1.8 

が当分暁〈

図-7 今後の人口についての予測 (全体)

うなると思うかJ聞いたところ、「昭和 60年の人口に戻る」や「平成2年の人口に戻るj とする回答

は合わせて 2.7%とごくわずかである(図ー7)0 r人口はこのまま減少しつづけるJとする回答が大部

分を占め、市民の中でもこれからの人口増加は難しいという見方が一般的である。



5 2 島原市のシンボルと都市のイメージ

「島原市のンンボノレとして何が最もふさ

わしいと思うかJと聞いたところ、 図-8

の結果を得た。 「島原城Jが 38.0%と最も

多く、次いで「湧水」、「普賢岳(平成新山)J

の順となっており、従来からのイメージで

ある「島原城J(歴史)と 「湧水J(自然)

が多い。平成9年のアンケート調査8) と

比べると、「島原減jが減少し、「湧水」が

増えている。「湧水」は森岳、白山および

霊丘地区といった中心市街地で増えてい

る。しかし、 「普賢岳(平成新山)Jとする

回答は増えておらず、島原市のシ

ンボノレとして「火山j をイメーシ

する状況にはなっていないようで

ある。地区別で見ると、被災地区

である杉谷地区や安中地区におい

て「普賢岳(平成新山)Jを島原の 杉谷地区 (N二切人}

シンボノレにふさわしいとする回答 森岳地区

は少ない(図-9)。平成9年のア 霊丘地区(阿8人)

ンケート調査81と比べてもその割
白山地区

合は少なくなっている。また、島

原市は噴火災害継続中に第5次市
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勢振興計画 1ω を策定した。これに 図-9 島原市のシンボルと して何が最もふさわしいか(地区別集計)

よれば、噴火中に全国からの支援

に応えて復興した都市像として、

「火山とともに生きる湧水と歴史

の国民公園都市」を掲げている。

これをまちづくり(都市整備)の

基本理念としている。島原市民に

「島原市全域の都市のイメージ

としてどれが最もふさわしし、か」

を聞いたところ、図ー10の結果を得

る。噴火以前の市勢振興計画 IIIの都

市像「観光保養都市」が半数を占め、

火山観光をグーゲッ卜にした「国民

住宅都

商業都

工業都

10 20 30 40 50 

図一10 島原市全域の都市のイメージとして
どれが最もふさわしいか(全体)

公園都市」は 17.3%に留まっており、

市民に浸透するには未だ至っていないようである。地区月1Iでは、農地が多い三会地区や杉谷地区で 「悶

園都市Jとする回答が 16.2%)、15.0%と他の地区より多く、また、住宅地が多い霊丘地区や森岳地区

で「住宅都市」とする回答が 10.6%、10.2%と他の地区より多く 、地区の特性が表れている(図ー 11)。



火山観光をターゲ y トにした「国民公

園都市」と する回答はどの地区も

20%程度である。

全体制.586人)

三会地区 (N'68人)

杉谷地区 (N'印人)

轟岳地区 (N司27人)

重丘地区 (N'1l3人)

白山地区制'128人)

安中地区 (N'90人)

強: 議蕊
. 服部市

明九・ー 議議
冒工業都市

今令制 機議議 皿住宅肺

図図圃都市

:.l-' 
圏祖先保養都市

口 由民公置柿
話器

~その他細書
ろ

(%) 
01020301050印 7080 90 100 

図ー11 島原市全場の都市のイメージとして
どれが最もふさわしいか (地区別)

4. 3 各種の都市整備に及lました噴火災害の影響

平成2年からの雲仙普賢岳の火山災害に対して復旧や復興対策で島原地域ではさまざまな事業が実

施されている。「島原の社会基盤や生活環境整備のハード・ソフト対策が噴火によってどんな影響を受

けたかJについて聞いたところ、図ー 12のような結果を得る。「防災施設」、「道路」、「体育館などの

スポーツレクリエーシヨン施設」、「公営住宅の整備Jや「自主防災組織Jは「進んだj と評価されて

いる。一方で、雇用・仕事の確保のための f企業の誘致」を始め、 f下水道なと'の汚水処理施設の整備J、

「中心市街地の再開発Jなどの表 6で示した生活環境て、不満、不便に患っている事項は「停滞した」

とみなされている。平成 9年のアンケー ト調査結果B) と比較しでも内容に大きな違いはない。

下水道な

~ 

'"也、南街地の再開発

水産業対策

公共下水道の墜倫

企震の訴致

高等教育の誘致

o 10 20 ~ 40 ~ ~ m M 叩 l∞

匡亙亙 匡亙冨
図ー12 各種の都市整備に及ぼした噴火災害の影響

JO 



5.火山観光化について

島原半島では火山の恵みを地域の活性化に活かすために火山観光の推進を目指しており、道の駅「み

ずなし本陣ふかえ」、土石流災害遺構保存公園、旧大野木場小学校被災校舎の現地保存、雲仙災害記念

館、国立公園などの整備が進められている(図ー13)。そこで、「火山観光化についてどう思うかJを

聞いてみたと ころ、 図ー14のような結果を得た。「賛成Jが61.8%を占めている。「反対」とする回答

が少ない一方で、「どちらともいえなしリとする回答も多く、火山観光化に対 して戸惑いを感じている

人もいるようである。地区別集計で見ると、被災地区において「どちらともいえなしリとする回答が

非被災地区に比べて多くなっており、戸惑いを感じているようである(図ー15、図ー16)。しかし、被

災地区においても「反対Jは少なく、火砕流や土石流による災害i虚構を学習 ・体験の場として保存し、

観光資源と して活用することへの抵抗は小さいことがわかる。

中尾川

見山 匝国

Nd
「
長
↑

至雲仙小浜

。 1 

図 13 島原地域の復興事業の主な個所と観光施設
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睡回答

2.2% 

図ー14 火山観光化についてどう思うか (全体)
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 図-16 火山観光化についてどう思うか

(地区別、被災地区)

さらに、「現在の島原の観光の魅力は

噴火前と比べてどう思うかJという聞

に対しては、「変わらない」とする回答

が 45.7%を占めており 、「魅力が増え

た」とする回答は 37.4%となっている

(図ー17)。地区別や被災・非被災地区

の差は見受けられない。火山災害遺構

の保存などの火山観光の資源は培えた

ものの、このように「変わらなしリと

する見方が多い状況において、「火山観

光化をどう評価するか」について聞い

てみたところ、 図-18のような結果を

得た。全体として「期待できる」とす

る回答が多いものの、その内訳を見る

と「やや期待できるJとする評価が

l園 町邑 E対旦亘竺五..';tf.t ~， 百石司

全体制=印6人)

非敏災地区全体制=436人)

三会地[K(N=68人)

森岳地区 (N=127人)

霊丘地区 (N=l日人)

白山地区 (N=128人)

(%) 
o 102030405060708090100 

図 15 火山観光化についてどう思うか
(地区別、非被災地区)

図ー17 現在の島原の観光の魅力は噴火前
と比べてどう思うか (全体)

無回答

国一18 火山観光化をどう評価するか(全体)
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37.5%と多い。平成 9年のアンケート

調査結果8) とほぼ同程度であり、災害

遺構の保存などの火山観光の資源が増

えたにもかかわらず市民の期待の変化

がないようである。

水と蹄が豊かな保養都市

「島原の観光の持つイメージ」を 2

つまで回答してもらった結果を図 19

に示す。これまでの島原のイメ ージで

ある「水と緑の豊かな保養都市j が

自黙歴史および火山がち
りばめられた博物面都市

火山姐光を中心とした
交慌都市

82.8%と最も多い。「火山防災モデル都

(叫)

o 10 20 30 40 ~ W 70 80 00 100 

図ー19 島原の観光の持つイメージ(全体)

市、火山と共生し、復興した地域」や「火山観光を中心とした交流都市Jからなる火山をイメージす

る回答は少ない。

地域の活性化のために、商工業のみならず農業、漁業などへの波及効果が高い火山観光が掲げられ、

長崎県を中心に官民一体となってこの実現に取り組んでいるが、市民の期待は必ずしも高くなし、。今

後は、行政が市民に対して、火山観光化によって地域にもたらされる効果や個々の役割などをはっき

りと示すことで、火山観光化の重要性を訴えることが必要と恩われる。

6.これからの復興事業について

6. 水無川・中尾川よ流域の開発について

噴火活動の沈静化に伴い水無川や中尾川上流域の

利用や開発がなされることが予想できる。そこで、

「水無川・中尾川の上流域の開発についてどう思う

か」と聞いたところ、 図-20のような結果を得る。

「必要最低限に留めるべきである」とする回答が

59.7%を占める。これを地区別で見ると 、どの地区

も「必要最低限に留めるべきである」とする回答が

半数以上を占めている。水無川流域にある安中地区

では「積極的に開発すべきであるJとする回答が

33.3%と他より多い。一方で中尾川l流域の杉谷地区

では「積極的に開発すべきである」は 20.0%と最も

少ない(図-21)。また、「開発にあたって配慮すべ

き事項」は「自然生態系に配慮した緑化 ・植栽計画」

が最も多く、「ハザードマップの作成」や 「避難シェ

ノレターの設置」などの安全確保策に関する関心はあ

まり高くないようである(図-22)。

13 

図-20 水無川 中尾川の上流域の開発について
どう思うか(全体)



. 積極的に開発すべきである 日開発すべきではな』、

自必要般低限に留めるべきである 口 無回答
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三会地区 (N=同人)
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図-21 水無川・中尾川のよ琉媛の開発について
どう思うか (地区別集計)

白熱生態系に配慮した骨化
植栽計画

騒音や水質の悪化を伴う利
活用はしない

措繕ドームの崩~に対する
ハザードマシプの作成

需意時的避簸ンエルターの

段置

環揖学習の拠点となる整備
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+-
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図-22 開発にあたって配慮すべき事項(全体)

6. 2 これからの復興で重点を置いて取り組むべきこと

治山ダム・砂防ダム ・導流堤などの防災施設の整備、農地の基盤整備、安中三角地帯の嵩上げ事業、

復興アリーナの建設、雲仙災害記念館の建設などの復興の基幹事業が順調に進み、完成の目途がたっ

ている。一方、島原深江道路の諌早方面延伸(島原諌早道路)については未だ計画がはっきりしていな

いロさらに、災害復興で整備した復興アリーナなど施設の維持管理費の潟大が懸念されており、利用

率を上げることなどの課題がある。このような現状をもとに「これから復興で重点を置いて取り組む

べきこと」について聞いたところ、表-7のような結果を得た。生活環境で不満、不便なことに挙げ

られた「交通の便J、「収入』、 f仕事j、「都市下水・排水処理Jなどにかかわる事項が上位を占めてい

る。 4， 5および6番目は、地域の活性化に係わる項目で島原では火山観光化がその方法として採用

されている。また、これらの項目は雇用対策にも関連するものである。特に職業別の差は見受けられ

ず、全般穫共通の課題と見て良さそうである。さらに「島原諌早道路j と「下水道施設Jについて個

別に必要性を聞いたところ、島原諌早道路については f必要であるjが 85.4%を占める。また、下水

道施設についても「必要である」が 88.2%になり、その汚水処理施設を聞いたところ、「公共下水道

が望ましし、」が 68.7%で最も多い。この 2大事業がハード面の残された課題といえる。
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表 -J これから復興で重点を置いて取り組むベきことは何か(全体)(N=586入、複数回答)

理貰 目 (%) 

島原諌早道路の早期整備 71. 8 

雇用対策 54.1 

汚水処理施設の盤備(公共下水道，合併浄化槽，農村集落排水など) 40.6 

スポ ツ大会イベントの誘致(施設の利用率の向上) 40.4 

商工業対策 36.0 

修学旅行の誘致 32.9 

ホアノレ 旅館などの宿泊施設の充実 21. 8 

漁業対策 21. 7 

がまだす計画による支援事業の延長 7.3 

その{也 4.3 

無回答 2.6 

6. 3 安中地区の復興で重点を置いて取り組むべきこと

島原市の中で、今回の火山災害で水無川流域の安中地区が最も大きな被害を受けた。現在は復興事

業が進み、復興の拠点、となっている(図 13参照)。そこで安中地区の住民を対象にして「安中地区

の復興で重点、を置いて取り組むべきことは何か」を聞いたところ、 表-8のような結果を得る。 f緑の

回復」が 44.3%と最も多く、次いで導流堤を横断して I安中三角地帯と北部を結ぶ生活道路の整備j

および「導流堤や砂防ダムなどの紡災施設の利活用jが多v'.自然の回復や防災施設が分断要素とな

らないようなまちづくりに資する回答が上位を占めている。このように多くの安中地区の住民が、砂

防指定地利活用に関する項目を重要視している。すなわち、安中地区の住民は砂防指定地利活用はコ

ミュニティの回復‘緑の回復、地域の活性化などに工夫すればかなり 有効なことを認識している。

表-8 安中地区の復興で重点を置いて取り組むべきことは何か
(N=88人、 3つ回害)

項 目 (%) 

緑町田富 44.3 
安中ニ角地併と北部を結ぶ生活道路の盤備 30.7 
導流堤や砂防ダムなどの防虫施訟の利活用 29.5 
商業施訟の訴量 29.5 
安中ー角地帯内町住宅再建の呼び梯け 25.0 
農地の観光農園への活用 23.9 
国道 57号より上流域における深江町倒と眉山欄を結ぶ生活道路の竪備 20.5 
安中ニ角地帯存内の島原鞍道の駅の新設 11.0 
農業研修所軒平定点付近町民事メモリアノレゾ ンとしての盤備 17.0 
ホテル宿泊施訟の建設 13.6 
町内舎の再編成 10.2 
水産関連施殻の整備 9.1 
その他 1.1 
構図書 11.4 

7 砂防指定地利活用について

7. 1 砂防指定地利活用に関する市民の周知度

砂防指定地とは、不安定な土砂の発生抑制や土砂の流動を防止 ・調整、土砂災害や水害を防止する

ための施設を建設したりする土地のことであり、 定の行為が禁止もしくは制限されている。雲仙普
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賢岳の火山砂防事業実施に伴い、水無川および中尾川流域で広大な砂防事業推進事業地が創出され、

その一部は雲仙 天草国立公園に指定される良好な自然環境を有する地域にあり、さらに地域生活の

場にも近接している。このようなことから、砂防施設ゾーンを周辺地域の安全が確保された段階で、

身近にできるスポーツ広場や憩いの場として、また、地域産業や観光のための基盤として、さらには、

災害の教訓を記憶する復興のためのシンボルとして、地域の復興に役立てることを目標として砂防指

定地利活用構想が策定されている 12)。

さらに利活用構想に基づいた具体的な整備が安全の確保状況や利活用主体の出現を待ちながら、行

なわれている。現在のところ、水無川流域では「ふるさとの森」、「われん川の整備」、「農業研修所跡

の保存J、「旧深江町立大野木場小学校被災校舎の現地保存」などが実現もしくは実現しつつある。中

尾川流域では、「卒業の森J、「昆虫の森」および「観察の森による植生復元の観察活動」が受け入れら

れている。

そこでJ現在の砂防指定地の管理者は、国土空通省{雲仙復興工事事務所)

Nzsfu 

どこだと思うか」と聞いたところ、 図-

23の結果を得た。管理者が「国土交通省

(雲仙復興工事事務所)J であることを知

っている割合が高し、。また、「砂防指定地

の利活用の主体にはどこがなれると思う

か」も図-24のように正解である「自治

島原市深江町(市町村)

(%) 

体Jや「町内会Jなどの非営利機関が多 ¥0 四 30 40 印 60 70 回

く選ばれ、「 般企業J、「個人」および「措IJ 図ー23 現在の砂防指定地の管理者はどこであると思うか(全体)

限はなし、」といった、誤った回答は少な 同盟，，，，，，̂ T"AA""唱.，

く、砂防指定地の管理者および利活用の 市町村 78.3% 

主体について周知されているようである。

しかし、「砂防指定地の利活用にあたって

の制限や条件を知っているか」について

聞くと、 図-25のように「よく知らなし、」

という回答が目立つ。利活用を申請して

取り組む場合の手続き方法、管理などを

町内会

ボランティア

NPO (民間非営利団体)

一般企業

個人

制眼はなL

無回答

固圃・ 18.8')ぬ

圃 11.1% 

回 12.3拍

固5.8判|

困3出 l
園自 14叫

圃18.r. I 
明}
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示した7 ニュアノレの整備と配布が望まれ 図ー24 砂防指定地の利活用の主体にはどこがなれると思うか(全体)

る。

7.2 中尾川流域の利活用について

砂防指定利活用構想によれば、中尾川の

上流部は「植生復元ゾーンjとI自然観察・

修復ゾーンjに位置付けられ、砂防体験パ

ークとしての利活用が計画されている。ま

た、下流域は「野外スポーツゾーンJや「自

然探勝 ・散策ゾーン」に位置付けられ、ス

ポーツレクリェーションパークとしての

利活用が計画されている。

だいたい知っている

よく知らない

世田事

(%) 

o w w ~ w ~ w ro W • 100 
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図-25 砂防指定地の利活用にあたっての制限や
条件を知っているか(全体)



そこで、中尾川流域における砂防指定地利活用について、上流部における利活用についての意見を

自由記入の形で開いた。上流部の利活用のテーマである「植生復元ゾーン」および「自然観察 ・修復

ゾーンJに沿った意見が多い。具体的には 「植生復元ゾーンと自然観察・修復ゾーンを前面に出した

観光ノレートを作る」といった意見や、「島原いちごやお茶の栽培」および「在来種による植生復元」と

いった意見が挙げられている。

同様にして中尾川下流域における利活用についての意見も聞いた。下流域の利活用についてもテー

7 である「野外スポーツゾーンJや「自然探勝・散策ゾーンJに沿った意見が多い。具体的に「サイ

クリングロード」や「キャンプ場j、「家庭菜園」および「農業学習の場としての田んぼ」などの意見

が挙げられている。

このように、市民は砂防指定地利活用について多くの意見を持っているようである。これらの市民

の声が中尾川流域の砂防指定地利活用に生かされることが望まれる。

8 まとめ

本報告において、アンケート調査の集計結果を分析し得られたことを以下にまとめる。

(1)現在の生活で三不便や不満iこ思っていることとして「交通の便Jや「収入」、「仕事Jおよび「都

市下水 ・排水処理」が上位を占めている。平成6年および平成9年のアンケート調査結果においても

同様の項目が上位を占めているが、特に「仕事」とする回答が大きく増加しており、噴火中に比べて

雇用状況が厳しくなっていることを示している。

(2 )島原市のシンボノレとして「島原城Jとする回答が大きく減少し、「湧水Jとする回答が大きく増

加している。しかし、「普賢岳」とする回答はほとんど変化がなく、「火山」をイメージする状況には

なっていない。

(3 )島原市の都市のイメージとしては、噴火以前の観光保養都市が多く、火山災害後の火山を活か

した国民公園都市は逆に減少しており、市民に定着するには至っていないn

(4)噴火後の復興事業で、防災施設1 道路，体育館および公営住宅の整備は進んだが、企業の誘致，

下水道の整備および中心市街地の再開発は「停滞したJと評価されている。平成9年の結果と比較し

でもさほど変化はなく、「停滞したJとする項目については整備が進んでいないとみなされている。

(5 )火山観光化の推進については、市民の合意が得られているが、火山災害の恵みである平成新山

や火山災害遺構の保存によって島原の魅力が増えたとする回答は 40%程度にとどまっている。また、

火山観光の資源が滑えたにもかかわらず、火山観光化についての評価に変化がないロ

(6 )これから復興事業で重点を置いて取り組むべき重要項目には、「島原諌早道路の早期整備」、「雇

用対策Jおよび「汚水処理施設の整備」といった生活の不満や不便さを解消する項目が多し、。

(7)安中地区の復興で重点を置いて取り組むべきこととして、「緑の回復J、「安中三角地帯と北部と

を結ぶ生活道路の整備」および「導流堤や砂防ダムなどの防災施設の利1舌用」などの砂防指定地の利

活用に関することを重要視している。

(8)砂防指定地の管理者および利活用の主体について周知されているが、砂防指定地の利活用にあ

たっての制限や条件についてはあまり周知されていない。今後は利活用を申請して取り組む場合の手

続き方法、管理などを示した7 ニュアノレの整備と配布が望まれる。
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本研究のアンケート調査を行うにあたり島原市民の協力を得た。また、アンケートの集計にあたっ

ては卒論生相)111告こさんの熱心な協力を得たことを付記する。
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1 .まえがき

平成 2年 11月に噴火を始めた雲仙普賢岳の火山災害は、島原市を中心に島原半島全域に大きな被害

をもたらし、平成 7年 5月に終息した。土石流や火砕流が頻発し、島原地域は死者、行方不明 44人

および建物被害 2，511練物的被害を受けた。さらに、直接被害 747.5億円、間接被害 1551.9億円を

合せて 2294.2億円の被害額となった 1) また、平成6年以降、島原市においては土石流や火砕流の発

生による被害はなく、安全確保のための治山 砂防ダムおよび導流堤の工事も順調に進んでいる。こ

のように島原地域の安全性は高まっているが、普賢岳の山腹には大量の土砂が堆積しており、土石流

の発生の危険性は依然として高い。さらに、普賢岳の溶岩ドームや居山の大地震による崩壊のおそれ

も残っている。このように島原市では今後も災害が発生する可能性が他の地域に比べて高く、噴火時

に蓄積した情報収集、伝達体制、防災意識、自主防災組織などの防災への取り組みを維持していく必

要がある。

そこで、本研究では、噴火終息後 6年目における被災地を対象に災害時の避難対策の周知状況、防

災都市づくりに対する意向を明らかにすることを目的に島原市民を対象に行ったアンケー卜調査をも

とに、火山災害からの復興期における島原市の防災における課題を明らかにする。また、アンケート

の結果を噴火終息直後の平成7年 12月2) 引のアンケー卜調査および島原地域再生行動計画(がまだ

す計画)などの復興・振興策がそろった平成9年9月のアンケート調査叫引と比較する。

2.アンケート調査の概要

島原地域の復興 ・振興に関する市民の反応や、噴火終息後における市民の地域防災力を明らかにす

ることを目的に「島原市全域の復興・振興に関するアンケート調査」と題するアンウート調査を、平

成 13年 10月に島原市全域の 20歳以上の市民を選挙人

名簿から無作為に約 4% 0325人)を抽出して行った。

調査票は郵送方式で配布・回収し、回収率は 44.2%で

あった。また、集計においては、比較的まとまったコ

ミュニティで特徴ある性格を持つ、小学校区により分

けられる「三会J、「杉谷J、「森岳」、「霊丘」、「白山」

および「安中」の 6地区区分について分析を行った(図

ー1)。 これらの地区のうち、水無川流域の安中地区お

よび中尾川流犠の杉谷地区が火山災害によって住宅、

生産施設などが大きな被害を直接受けた。これ以外の

地区では、降灰や道路の寸断、観光客や人口の減少に

よって物的および間接的被害を受けた。

地区別の回収率は表ー1のように、どの地区において

も 40%程度である。また、 表ー2のように調査内容は ~""" 
、

深江町

、、
‘ 

Eコ土石流・火砕流で被災した地区
多岐にわたっているが、本論文では主として、 1，6およ

図-1 島原地峨の地織区分
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び 7項目の災害と防災について分析する。

回答者の属性は、男性が 46.8%、女性が 53.2%で、年齢構成は表 -3に示されている。また、回答

者の股業と居住歴をそれぞれ表 -4、表-5に示す。居住年数を見ると、 r5年未満」が 7.4%となって

おり、この数値は r5年以上 10年未 満 」 や rlO年以上 15年未満j よりも多く、最近市外からの流入

人口が増えていることを示している。

表 1 地区別配布部数I 回収部数および回収率

配布部数 回数部数 回収串(%)

一生地区 170 66 40.0 

杉谷地区 139 60 43.2 

森岳地区 271 127 46.9 

霊丘地区 236 113 47.9 

白山地区 263 126 45.2 

安中地区 226 90 39.6 

合計 1325 566 44.2 

表 2 7ンケート調査の質問項目と註間数

質問項目 股間数

1住まいの地区白状況と担害時の状況について 10 

2島原での生活について 3 

3まちづくりについて 7 

4火山観光化について 5 

5民害ii:興について 5 

6災害時の避難対策について 6 

7防災都市づくりについて 6 

8砂防指定地の利活用について 5 

賓-3 回答者の年齢構成
N=566人 表-4 回答者の職業

項目 人数(人) {判) N=586人

20歳代 35 6.0 項目 人数(人) (%) 

30歳代 55 9.4 農林業 20 3.4 

40歳代 110 18.8 漁業 8 1.4 

50歳代 122 20.8 自営工量 9 1.5 

60歳代 125 21. 3 自営商業 56 9.6 

70歳以上 117 20.0 

無回答 22 3.7 

公務員 38 6.5 

会社員 118 20.1 
専門職・自由業 32 5.5 

家庭婦人 102 17.4 

表一5 回答者の島原市における居住歴 学生 4 0.7 

N=586人 無職 145 24.7 

項目 人数(人) (叫) その他 29 5.0 

1年未満 8 1.4 構図害 25 4.2 
1年以上5年未満 35 6.0 

5年以よ 10年未満 23 3.9 

10年以上 15年未満 21 3.6 

1 5年以上 20年未満 29 4.9 

20年以上 447 76.3 

無回答 23 3.9 
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3.地区の状況および災害時の状況について

3. 災害時の状況

噴火当時から島原に住んでいる市民を対象に、災害時の状況について、まず「噴火継続中における

規制を受けたかjについて聞いたところ、全体集計に関 して図ー1、地区別集計に関して図 2の回答

となっている。全体集計で見ると「警戒区域に含まれたJ、「箸戒区域と避難勧告地域の両方に含まれ

たJ、「避難勧告地域に含まれた」および「規制を受けたJとする回答が 21.3%であった。これを地区

日IJ集計で見ると、被災地区である杉谷地区と安中地区では、「規制を受けたJとする回答がそれぞれ

47.3%と77.2%と他の地区に比べて当然ながら多い。一方で、三会地区、森岳地区、霊丘地区および

白山地区は規制を受けなかったが、「規制を受けたjとする回答も含まれている。安中地区や杉谷地区

から移り住んできた市民も居るため、このような結果になったと思われる。

無回答
1.2%警買を尾容に含まれた

，0 普戒区域と避難勧告地域
の両方に含まれた

6. B% 

避難勧告地域に含まれ犬
7.0% 

規制を受けた
21.3% 

規制を受けなかった
77. 5% 

J ~~ Jt!! fJ (63^~ 

E 豆亙B
...‘ 

図ー1 噴火継続中に規制を受けたか(全体集計)

E亙亙窪田

巨亘互~
1.9% 

図-2 噴火継続中の規旬予受けたか (地区別集計)

医亙亙!iIiMAil

~豆亙IiI



次に、「噴火中に避難したかJについて聞いたところ、非被災地区では図ーに被災地区では図 4 

のような結果になる。やはり被災地区では「避難した」という回答が多く、杉谷地区および安中地区

でそれぞれ 52.7%、91.4%となっており、被災地区全体で見ると 77.4%が避難している。また、非被

災地区でも 20%近くが避難している ことが注目される。災害中に交通の途絶、子供の通学および被害

拡大のおそれなどから正常な市民生活が送れない時期があったためと考えられる。

|・はい自いいえ口聾図書| 一
審

一

一
間凶

一

一鑑ニ
一円
U

一

一
え

-
j
 
j
 
j
 
j
 

一回
国
一;

 

-
+ふ

一
面・一

三全地区制'63人)

轟岳地区 (N'I偶人)

霊丘地g(No四人)

白山地区 (NoIOl人)

全体 (N0502人)
全体制05白人)

非瞳民地区全体 (N0311人)

甚災地区全体制0125人)

杉荘地区 (N=55人)

安中地区 (Nol0人)

(判) (叫)
o 10 20 30 40 50印 1080 90 1∞ 

図 4 噴火中に避難したか (地区別集計、被災地区]

o 1020304050印 1080叩 100

図-3 噴火中に避離したか (地区別集計、非被災地区)

「と、んな被害を受けたか」については、地区別集計では表 6、職業別集計では表ー7の結果が得ら

れている。地区別について見ると、まず被災地区かそうでなし、かで違ってきている。安中地区および

杉谷地区の被災地区は「何らかの被害を受けた」とする回答が多く、三会地区、森岳地区、霊丘地区

および白山地区の非被災地区では「被害を受けなかった」とする回答が多い。また、その地区の特性

によっても被害の受け方が違ってきている。三会地区、杉谷地区および安中地区のように農地が多い

地区では、「農作物、商品などが降灰による被害を受けたJや「田畑・山林が被害を受けた」、「家屋や

田畑などに立ち入れないことによる被害を受けた」のように、主に農業に関する被害を受けている。

方で、森岳地区、霊丘地区および白山地区のように商業施設や住宅が多い地区では、「貿物客・観光

客の島原離れによる売上げ減などの間接被害を受けたJといった、主に商業に関する被害を受けてい

る。職業別について見ると、農林業では「農作物、商品などが降灰による被害を受けた」、漁業では「漁

場が被害を受けた」、そして自営商業 ・自営工業では「買物客 ・観光客の島原離れによる売上げ減など

の間接被害を受けたJとする回答が 1位となっており、それぞれの職種に関する被害が多くなってい

る。逆に、公務員、会社員、家庭婦人および無職では「被害を受けなかった」が最も多し、。
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表-6 どんな被害を受けたか (地区別)
(複数回

ーー--- H立 2位 3位

全体 農作物，商品などが降灰による
買物客・観光客の島原離れ

(N=502 被害を受けた
による売上げ減などの 田畑 山幹が被害を受けた

人) 07.1%) 
間接被害を受けた (8.6%) 

03.5%) 

ー全地区 島作物，商品などが降灰による

(N~68 被害を受けた
蝕害を畳けなかった 田畑 山林が被害を畳けた

人〕 (39.7%) 
(23.5%) (14.7%) 

杉谷地区
農作物，商品などが降灰による 家屋平田畑などに立ち入れな

(N=55人)
被害を受けた いことによる被害をうけた

回畑 ー山樟が被害を呈けた

(36.4%) (25.5%) 
08.2%) 

森岳地区
骸喜を呈けなかった

農作物，商品などが降灰による
買物客観光客の島原離れ

(N=108 被害を畳けた
による売上げ減などの

人)
(38.9%) 

02Mも)
間接被害を畳けた

(9.3%) 

重正地区

買物客観光客の島原離れ
農作物，商品などが降灰による

被害を受けなかった による売上げ減などの

(N=99人) (37.41}も) 間接被害を畳けた
被害を受けた

(21.2%) 
(7.1世)

白山地区
買物客・観光客の島原離れ

(N=107 
被害を受けなかった による売上げ械などの 抽場が被害を受けた

人)
(48.6%) 間接被害を受けた (6.5私)

(15.0%) 

安中地区
草屋平田畑などに立ち入れな

彼害を畳けなかった
農作物，商品などが降灰による

(N=70人)
いことによる鉱害をうけた

(28.6%) 
彼曹を受けた

(32.9%) (21.4%) 
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表-7 どんな被害を受けたか(職業別)
(複数回答)

ー、ー~、 11立 2位 3イ士

全体 農作物I 商品などが降灰による
買物客観光客の島原離れ

(N=502 被害を畳けた
による売上げ減などの 田畑・山林が被害を畳けた

人) 07.1%) 
間接被害を畳けた (8.6%) 

(13.5%) 

農林業 農作物，商品などが降灰による
田畑 山林が被害を受けた

家庭平田畑などに立ち入れな
(N~20 被害を畳けた

(55.0%) 
いことによる被害を呈けた

人) (85.0%) (40.0%) 

漁業 漁場が被害を呈けた 被害を受けなかった 田畑 山梓が被害を受けた
(N=7人) (85.7%) (28.6%) 04.3%) 

自営商業
買物客ー観光客の島原離れ -農作物，商品などが降灰に

自営工業
による費上げ植などの 被害を畳けなかった よる被害を畳けた

(N=59人)
間接被害を受けた (20.3%) その他

(59.3%) (15.3，)も)

公務員 被害を受けなかった
農作物，商品などが降灰による

草屋が全半壊した
(N=23人) (47.8%) 

被害を畳けた
03.0%) 

(21.7%) 

会社員 被害を受けなかった
農作物I 商品などが降灰による 軍屋や田畑などに立ち入れな

(N=98人) (43.9%) 
被害を受けた いことによる被害を受けた

07.3%) (9.2%) 

家屋が全半壊した

-家屋平田畑などに立ち入れな

自由業 農作物。商品などが降灰による
田畑・山林が被害を受けた いことによる被害を受けた

被害を萱けなかった -買物客観光客の島原離れ
専門職 被害を受けた

(20.O'}も) による売上げ減などの間接
(N=25人) (40.0%) 

被害を受けた

-家畜が被害を畳けた

(4.0%) 

買物客観光客の島原離れ
農作物 j 商品などが降灰による

家庭婦人 被害を受けなかった による売上げ械などの

(N=83人) (39.8%) 間接被害を畳けた
被害を畳けた

(9.6%) 
(8.4%) 

需臓
被害を受けなかった

農作物，商品などが降灰による 家屋や田畑などに立ち入れな
(N=132 

(36.4%) 
被害を呈けた いことによる被害を畳けた

人) (9.8%) (6.8%) 

農作物，商品などが降灰に

よる被害を受けた

その他 被害を畳けなかった
ー買物客・観光客の島原離れ

家屋が全半躍した

(N=32人) (37.5%) 
による売上げ減などの間俵

(6.3%) 
被害を畳けた

田畑 山林が被害を受けた

(9.4%) 
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4.災害時の避難対策について

4. 避難計画の周知状況

島原市は、火山噴火が沈静化していた平成6年6月

に土石流、火砕流、眉山崩壊などに対する避難方法な

どを示した「防災"7-;;プ」および「防災ガイドライン」

を配布した。 これらの「防災"7'-;;プや防災ガイドライ む

ンを見たことがあるかJと聞いたと ころ、「見たこと

があるJとする回答が 68.2%であり、平成9年のアン

ケート調査結果叫と比較すると 16.1%減少している

(図ー5)。地区別集計で見ると、「見たことがあるj

とする回答が被災地区である杉谷地区 (68.3%) と安

中地区 (67.8%) よりも、霊丘地区 (73.4%) と森岳 図ー5 防災マップや防災ガイドライ ンを見たこと

地区(72.4%)の方がやや多い(図-6)。これらの地 があるか (全体集計)

区の住民は、災害中に避難していたため、入手してい

ないことも考えられる。居住年数別で見ると、 r20 年以上J や rl 0~15 年」の回答者が 76.3% 、 76.2%

と多いが、居住年数が r10年以下」の回答者は「見たことがある」とする回答他の年齢層の半分以下

と少ない(図ー7)0 rその紡災マ ップを今どのようにしているか」を開いたと ころ、「どこにあるかわ

からなしリとする回答が 38.5%あり、 「見たことがなし、Jを加えると半数以上が「見たことがない」

か「最近見ていなし、」 という ことになる。

全体制0586人}

三会地区 1'068人}

杉谷地区 1'0曲人l

ol岳地区 (N=127人}

量丘地区 (N=113人)

白山地区 (H=128人)

置。地区 1'000人)

|・ ある 国 ない 口 無図書|

(%1 
o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図-6 防災マップや防災ガイドライ ンを見たことが
あるか (地区別集計)

主体制0586人1

5年未満 (N=43人)

5-10年 (N=23人)

10-15年 (N=21人)

15-20年 (N=29人)

20年以上 (N=447人)

|・ある昌ない 口需図書|

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 
図ー7 防災マップや防災ガイドラインを見たことが

あるか (居住年数別集計)

(%) 

次に、 「居住地区が土石流が発生したときの避難対象地域に含まれているかどうかJについて聞いた

ところ、全体の 15.9%が f含まれている」と回答しており(図 的、そのうちの 83.9%は避難場所を

知っている(図-9)。地区別集計では、水無川流域の安中地区と中尾川流妓の杉谷地区でそれぞれ

41. 7%、28.3%と他地区に比べて 「含まれているJとする回答が多い。一方で、「含まれていなし、Jや

fわからなし、Jとする回答も 71.7%、52.2%と多くなっている(図ー10)。居住年数見1)で見ると、 r5

年未満」で 「わからなし、」とする回答が 54.3%と特に多く、 r5~10 年J でも 43.5% と目 立つ(図ー

11)。
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わから
18 

図 8 居住地区が土右流が発生したときの 図-9 土右流発生時の避難場所を知っているか
避難対象地域に吉まれている(全体集計)

|・ はい昌いいえ 口わからない日細書| 1・はい昌いいえ口わからない凹摂図書l

全体制~586人)

三金地区日宇田人)

#荘地区制咽刈

轟岳地区(除127人)

重E地E併113人)

白山地区加~I四川

安中地区制咽人)
(枯)

全体 (N

5年未満 (N=4

5-10年 (N~

10-15年 (N

15-20年 (N

20年以上 (N=
一

o 10 叩 304C 日田 7080 叩 l凹

図ー10 居住地区が土石流が発生したときの

(%) 
o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図ー11 居住地区が土右流が発生したときの避難対象
避難対象地域に吉まれている(地区別) 地域に吉まれるか(居住年数別)

また、「居住地区が

眉山の異常が認めら

れたときの避難対象

地域に含まれている

か」という聞に対して

は、図 12のような結

果となる。島原市では、

三会地区を除く 5地

区が避難対象地区に

指定されている。三会

地区以外の 5地区に

おいて「含まれてい

るJとする回答が 36.7

!圃 含まれている ti11含まれていない圏わからない口相答|

三会旭区 (N~伺人} 三会地区 (N""'4人}

錦町人)……'''~~Q.'~'~~
(三会を除く} ・・・・・・・・耐ぬ〓総塙防総掛依ぬ融制

悪意窓罵露軍害額罫寸全体制=364人}
ミぶぶ潟怨添鵠認LJI三会合除く)

杉谷地区 (N-=60人) 事態 杉谷地区 (N=J9人}

議岳地区側叶27人) ミミS 会"地区 (N=96人}

霊丘地区 (N=113人) 11丘地区(N守6人)

白山池区 (N"128人) 白山地区 (N=81人)

食中地区 (N=初入) 安中地区 (N"56人)
{悦}

01020304050 関 7080901∞ 0102030405060 70 80 90100 

匡亙E 匡亙国

図ー12 居住地区が眉山に異常が認められたときの
避難対象地域に吉まれているか(地区別)

%で「含まれていなしリおよび「わからなレリを合わせると 59.6%となるロ特に、杉谷地区と森岳地

区では「含まれていなしリおよび 「わからなしリとする回答が 76.6%、70.1%と多L、。平成 9年のア

ンケー卜調査結果4) と比べるとどの地区においても「わからなし、」とする回答が増えている。また、
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三会地区以外の 5地区において「含まれているJ

とする回答が減っている。このような結果とな

った原因は避難対象地域が忘れられている、も

しくは避難対象地域を知らない人が新しく移り

住んできた地区があると考えられる。居住年数

別で見ると、「わからなしリとする回答は住居年

数の少ないほど多い(図ー13)。一方、避難対象

地区に入っていると回答した市民は避難所の場

F はい白吋口ゎtp~dt \r\画面五l

主体制=518人)
(三金地区割徐く)

5年未満(阿Z人)圃・IIIIIIJ量 1

5-10年 (N=20人 1 11圃圃圃圃t一一一一一~
10-15年制=20人)

15.......20年制=24人)

20年以上 (N=394人)
(拍)

10 W 30 ~ 50 60 ro 80 90 100 

所についてはどの地区においても、「知ってい 図ー13 居住地区が眉山に異常が認められたときの

る」とする回答が 70%程度となっているロ 避難対象地域に吉まれているか(住居年数別)

このことを踏まえて考えると、行政が防災7 ツプを再度配布するなど、市民に現在住んでいる地区

が土石流や眉山の異常時の避難対象地域であるかについて知らせることが必要であると考えられる。

4. 2 避難訓練の実施について

「町内会での避難訓練の実施状況Jと「避難訓練への参加状況j を図ー15、図ー16に示す。これに

よると、「町内会で避難訓練が行われている」と回答が 30.2%を占め、そのうち 70%近くの人が避難

訓練に参加している。地区別集計で見ると、今回のアンケート調査実施当時には避難訓練が行われて

いなかった三会地区(平成 13 年 11 月に実施)が 2.9% と低い以外は「ある」とする回答は 30~40%

である(図 17)。三会地区以外の 5地区は避難訓練が実施されていたにもかかわらず、「なしリや「わ

からなし、Jとする回答が半数以上となっており、避難訓練の実施が知られていないようである。

図 15 町内会での避難訓練の実施状況 (全体) 図ー16 避難訓練への参加状況(全体)
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l・ ある冒ない口わからない回無回答|

全体 (N~586人)

三会地区 (N~68人)

杉谷地区 (N~60人)

森岳地区 (Nヱ127人)

霊丘地区 (N~113人)

白山地区 (N~128人)

安中地区 (N~90人)
(%) 

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図ー17 町内会での避難訓練の実施状況(地区別)

「今後、土石流や眉山の崩嬢に備えて避難するこ

とがあると思うか」と聞いたところ、図-18にある

ように依然として「確実にあるだろう」と「十分考

えられる」が 44.6%を占めている。この結果は平成

9年のアンケート調査結果4) と同程度であり、島原

市民はこれからも災害で避難する可能性が大きいと

考えている。地区別で見ると、土石流の発生や溶岩

ドームの崩壊の心配される安中地区で 57.8%、眉山

の崩壊で被害が予測される霊丘地区で 54.8%および

白山地区で 48.5%が「あるJと回答しているが、そ

の他の地区は 30%程度である(図ー19)。

図一18 今後、土石流や眉山の崩壊に備えて
避難することがあると思うか(全体)

全体 (N=586人)

三会地区 (N=朗人)

杉谷地区 (N~60人)

森岳地区 (N~127人)

霊丘地区 (N~1l 3人)

白山地区 (N~128人)

安中地区 (N~90人)

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図ー19 今後.土右流や眉山の崩壊に備えて
避難することがあると思うか(地区別)

29 

. 確実にあるだろう

昌十分考えられる

阻多分ないだろう

口全くないだろう

盟無図書

(%) 



「家庭内で噴火災害について話し合うことが

あるかJという聞に対しては、「良く話すJと

する回答が 7.5%と少なく、「ほとんど話さな

しリとする回答が 48.6%と最も多い(図一21)。

災害の体験が風化しつつあることがうかがえ

る。これを地区別で見ると、図-22のように、

どの地区においても「ほとんど話さなしリとす

る回答が 50%程度を占め、 このことからも島

原地域全体で災害体験の風化が進んでし、ると

思われる。
図-21 家庭内で噴火災害について話し合う

ことがあるか (全体)

l園 駅話す昌時々話す皿ほとんど話さない圏無回答 |

全体 (N=586人)

三会地区 (N=68人)

杉谷地区 (N=60人)

森岳地区 (N=127人)

霊正地区 (N"113人)

白山地区 (N=128人)

安中地区 (N=90人)
(%) 

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

図-22 家庭内で噴火災害について話し合うことがあるか (地区別)

5 防災都市づく 白りについて

5. 今後心配される災害について

「雲仙普賢岳の今後の噴火活動の見通しJ

について聞いたと ころ、「終息したと思う」

と断定する見方が 33.6% と最も多い(図-

23)。平成 7年のアンケー ト調査結果 2) と

平成 9年のアンケート調査結果3)の結果と

比較してみても、「終息したと思う」とする

回答が年々増加している。また、「全く見当

がつかなし、Jとする回答もアンケー ト調査

終息したと思う

終息したと思うが，もう 1，2年
様子を見ないとわからない

終息したと思わなし

全く見当がつかなし

無回官

33.6% 

←→ 

(%) 
5 W ~ W ~ m ~ w u 

図-23 雲仙普賢岳の今後の噴火活動の見通し (全体)

を実施するたびに多くなっている。年月が経つにつれて火山活動についての情報が少なくなっている

と考えられる(図 24)。

「島原市において今後心配される災害Jをあげてもらったところ、 表 Bのようになった。「特に心

配なことがらはなし、」とする回答は 4.9%と、市民のほとんどがし、ずれかの災害への不安を抱えてい
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ることが分かる。心配される災害としては「眉山の山体崩壊Jや「雲仙普賢岳の溶岩ドームの崩壊」、

「高槻・豪雨などによる低地の浸水」、「眉山第六渓の土石流Jなどが「水無川 ・中尾川の土石流Jよ

りも上位にきている。地区別で見ると、どの地区も 「眉山の山体崩壊Jや「雲仙普賢岳の溶岩 ドーム

の崩嬢」が上位を占めており、土石流被害のあった杉谷地区や安中地区でも「水無川 ・中尾)11の土石

流」よりも多くなっている(表-9)0今回の結果と平成 7年のアンケー ト調査結果2)、平成 9年のア

ンケート調査結果引を比較すると、「水無川・ 中尾)11の土石流jが減少し、 f雲仙普賢岳の溶岩ドーム

の崩猿Jが滑加している(図ー25)。

図 24 雲仙普賢岳の今後の噴火活動の見通し
(H13、H9‘H7の比較)

表 8 島原市において今後心配される災害 (全体)
(N=586入、複数回答)

項 自 人数 (人) ("!o) 

庖山白山体崩壊 267 45.6 

雲仙普賢岳町溶岩ド ムの剛纏 263 44.9 

高;潮ー豪雨などによる低地の置水 222 37.9 

眉山第六渓の土石流 208 35.5 

台風による風害 197 33.6 

水無川 中尾川町土石流 194 33.1 

地震による市揖地火民 105 17.9 

雲仙普賢岳町火砕流 95 16.2 

地震による障桂 83 14.2 

特に心配なことがらはない 29 4.9 

その他 3 0.5 

無回答 25 4.3 
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表 9 島原市において今後心配される災害(地区別)
(複数回答)

----- J{立 2位 31'立 4{立 51'立

雲仙普賢岳町
高潮華雨などに 眉山第六爆の

全体 眉山の山体崩壊 溶岩ドームの崩
よる低地の理水 土石流

台風による風害

(N=58G人) (45.6%) 擁
(37.9%) (35.5%) 

(33.6%) 

(44.9，}も)

三金地区
草仙普賢岳の 水需川中尾川の 高潮豪雨などに

古風による風害 眉山町山体崩嬢

(N=68人)
溶岩ドームの崩壊 土石流 よる低地の置氷

(36.8%) (26.5%) 
(47.1%) (41.2弘) (39.7%) 

雲仙普賢岳町 庖山第六慢の
ー水需)11・中尾川

高潮 ー葺雨などに
杉荘地区

溶岩ドームの崩填
眉山の山体崩捜

土石流
の土石流

よる低地の農水
(N=60人) (46.7帆) ー台風による風害

(61.7%) (33.3%) 
(31.7%) 

(30.0%) 

庖山の山体崩
-水無川中尾川

森岳地区
雲仙普賢岳の 壊 高潮・豪雨などに

の土石流
地震による

(N=127人)
溶岩ドームの崩壊 眉山第六漢の よる低地の浸水

-台風による風害
市街地火民

(41.7%) 土石流 (35.4%) 
(32.3%) 

(15.0%) 

(36.2%) 

霊丘地区 眉山の山体崩壇
眉山第六渓の 高槻豪雨などに 雲仙普賢岳の溶

古風による風害
土石流 よる低地の理水 岩ドームの崩蝿

(N=1l3人) (52.2%) 
(45.1%) (38.1%) (34.5%) 

(33.6%) 

白山地区 眉山の山体崩漉
高潮豪雨などに 雲仙普賢岳町溶

台風による風害
眉山第六棋の

(N=128人) (55.5%) 
よる低地の理水 岩ドームの崩鹿

(37.5%) 
土石流

(46.9唱) (41.4%) (33.6%) 

安中地区
婁仙普賢岳の

眉山田山体崩鹿
水需μl 中尾川町 高潮ー豪雨などに 眉山第六渓の

溶岩ドームの崩纏 土石流 よる低地の浸水 土石流
(N=90人}

(54.4%) 
(50.0%) 

(47.8%) (32.2%) (31.1%) 

l • H13. 10 (N~5田人) 囚 H9.9(N司凶人) 口H7.12 (N=I加入) (複数回答) I 

眉山の山体崩壊

雲仙普賢岳の溶岩ドームの崩壊

高潮 ー豪雨などによる低地の浸水

68.3% 

雲仙普賢岳の火砕流

特に心配なことがらはない

(%) 
10 20 30 40 50 60 70 80 

図 -25 島原市において今後心配される災害 (H13、問、 H7の比較)
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「土石流と火砕流が今後も発生

すると思うかJという問に対する

回答は図 26に示す。火砕流につ 闘に発生するだろう

いては「多分発生しないだろう」

とする回答が多いが、土石流につ

いては「十分考えられるJが 58.0%

と依然として多い。これは、すで

に噴火が終息していることや、山

腹に土砂が堆積しており、土石流

の発生が卜分に考えられるからで

あると息われる。平成 9年のアン

ケート調査叫と比較すると火砕流

についてはさほど変化は見られな

いが、土石流については、「確実に

発生するだろう」とする回答が

10.9%減少し、「多分発生しないだ

ろう Jとする回答が 15.2%増加し

ている。

「土石流の発生した場合の規模

の予測」については、「導流堤、遊

砂地、砂防ダムおよび水無川 ・中

尾川の堤内地などの、現状の防災

施設に納まるだろう」とする見方

が 84.1%となり、「現状の防災施

+分考えられる

多分担金し伝レだろう

二度と発生しないだろう

空 回 答

(%) 
80 70 60 50 40 30 20 10 0 10 20 30 40 50 60 70 80 

図-26 土右流と火砕流の今後の発生予測

現在の場流堤、盛砂地砂防グムお
水無川などの1tIi!J.1.施般を超えるよ
土石流となるだろっ

""海 遊砂抱‘砂防グムおよび水無

'" などの防災総設におさまる土石疏とな

上流械の迩砂地などに繍提さ
程度の土石流となるだろう

その他 "" 

「固 目元而 (N=377人) 図田 9加=320人) I 

10 20 30 40 50 60 70 BO 

図 27 土石流の発生した場合の規模の予測

(%) 

設を越えるような規模となるだろうJとする見方は 10.3%と少数となっており、平成 9年の結果 3)

と同程度である(図-27)。その理由を聞いたところ、「防災施設の整備によって安全が確保されたか

ら」とする見方が多い。

5. 2 砂防ダム群の建設について

「砂防ダム群を今後どのように建 HI3印刷=586人)

H9，91Nヰo!人)

H7.12 (N=1l7人)

(自治会会長対象)

出 12(N=397人)

H5.B (Nェ507人)

(%) 

o 10 20 ~ 40 50 00 ro 80 00 100 

設すべきか」と聞いたと ころ、平成

4年 2月に公表し、その一部見直し

が行われた「基本構想どおりに建設

する」とする回答が、平成9年のア

ンケート調査叫に比べてわずかに減

少してはいるが、 40.5%で l位 を占

めている。現在においても、「規模

を小さくするJは 7%と少ない(図

-28)。中尾川方面に土石流被害が

拡大した平成 5年 8月のアンケー 図-28 砂防':1ム群を今後どのように建設すべきか (全体)
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卜調査6)、噴火継続中の平成6年 12月のアンケー卜調査 7)および噴火終息直後の平成 7年 12月のア

ンケート調査 2) も付記している。被害拡大時に目立った「規模をさらに大きくする」は減少している

が、「規模を小さくするJが増えていないことが指摘できる。 地区別で見ても 「基本構想どおりに建

設する」とする回答が各地区とも 40%程度であり、平成 9年のアンケート調査結果 4) と比べても大

きな変化が見られない。このように地元住民は砂防ダムを現状どおりに建設してもらいたいと考えて

いる。土石流発生の現状をふまえ国土交通省では、平成 13年度に砂防計画を見直し、砂防ダム群の

数を削減している。この見直案に対する意見は少なく、特に異論はなかった。

5. 3 自主防災組織について

島原市は平成 4年に全町内会に

自主防災組織を結成して、地域住民

とともに火山災害に取り組んでき

た。噴火継続中は降灰の除去や避難

対策などが町内会活動の主要部分を占めたた

め、町内会活動はそのまま自主防災活動となっ

ていた。噴火終息、後は、実質的な活動が少なく

なっていたが、平成 12年度に島原市が自主防

災組織の実態調査を行い、休眠状態にあること

を把握し、平成 13年度には避難訓練の実施や

図-29 自主防災組織の結成の周知状況(全体)

研修会の開催、パンフレツトの配布など、自主 |・ はい 昌いいえ 口無回答|

防災組織の活動を活発化させる活動を行って
全体制=586人)

きている。
三会地区制=68人)

しかし、「自主防災組織の結成の周知
杉谷地区 (N=60人)

森岳地区 (N=127人)

霊丘地区 (N司13人)

白山地区 (N=128人)

安中地区 (N=90人)
(%) 

w w ~ ~ H W ro ~ ~ ~ 

状況」については、「知っている」が半

数程度で、前回の平成 9年 9月のアン

ケート調査叫と同程度であり、島原市

が様々な活動を行ってきたにもかかわ

らず、周知状況に変化がないようであ

る(図-29)0またこれを地区別で見て

も、どの地区も自主防災組織の結成を
図-30 自主防災組織の結成の周知状況(地区別)

知っているのは半数程度である(図-30)。

「現在の自主防災組織の活動内容Jを聞いたと ころ、表ー10にあるように、自主防災組織として本

来持つべき機能すなわち、「自主防災組織の役員会の開催および役割分担Jや「組織に必要な防災資

材の備蓄および維持管理」をしているとする回答はそれぞれ 31.3%および 23.3%であることから、

組織として活動している割合は 30%程度であると推測される。平成 13年において、「自主防災組織

の役員会の開催および役割分担」、「自主防災組織の自主的な活動としての消火訓練や避難誘導訓

練などの防災訓練の実施」および「関係消防団などとの話し合しリが平成 9年のアンケート調査

叫に比べて大きく増加している。 これは、避難訓練の実施の効果が表れているものであると考え

られる。
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表 10 自主防災組織の活動内容

項 目

自主防災組織の役員会の開催およぴ役割分担

緊急避英霊場所の指定，周知

市役所1 消防署などが主催する防災講演会，

研修会への参加

自主防災組織の自主的な活動としての消火訓

組:や避難誘導訓練などの防災訓練の実施

組織に必要な防災資材の備蓄および維持管理

河川や側溝の清掃

地区内の危険箇所の点検

関係消防団などとの話し合い

大雨の時の川の水位の監視

両齢者などの災害弱者名簿の作成

他の自主防災組織との防災に関する交流

地区内の独自の防災7 ツプ，防災パンフレツ

トの作成

地区内の看護婦経験者などの専門家人材リス

トの作成

防災に関する映画会，スライド会などの自主

的開催

その他

自主防災組織として特に活動していない

知らない

無回答

5. 4 火山と付き合っていくために重要なこと

今回の噴火災害を体験した市民

に、「島原地機で火山と付き合って

いくために重要と恩われること」

について聞いたところ、図-31の

ような結果を得る。「防災施設の整

備Jおよび「幹線道路の整備」の

2つの主要ハード事業が 50%を超

えている。次いで、「情報発信機関j

と「防災センターなどの拠点Jの

充実・設置が 30%台を占めている。

一方で、地域内の防災活動に関す

H13.10 

(N=300人)

(%) 
31. 3 

28.7 

25.0 

24.3 

23.3 

20.7 

19.7 

12.7 

12.3 

10.3 

5.7 

4.3 

2.0 

1.0 

1.7 

23.0 

8.0 

8.3 

H12.10 

(N=180人)

(%) 
15.6 

21. 1 

29.4 

6.9 

27.2 

26.7 

13.3 

6.9 

16.1 

12.8 

1.1 

。。
1.1 

0.9 

51. 2 

附

10 田'" . ， 羽 田 10

る f防災7 ジプの整備Jや「自主
図-31 島原地域で火山と付き合っていくために重要と

防災活動の充実Jは 20%台と少な 恩われることは何か

い。ハード事業が主体であると受け取られて、ソフト面の事業の順位が低いことが指摘できる。
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6. まとめ

本報告において、アンケートの集計結果を分析し得られたことを以下にまとめる。

(1)防災マップや防災ガイドラインを見たことがあるとする回答が、平成 9年のアンケート調査結

果に比べて大きく減少している。住民の入れ替わりなどがその原因と考えられ、再度防災7 ツプの配

布が望まれる。

(2 )島原市で今後心配される災害として眉山の山体崩援を挙げる割合が多いが、眉山の崩壊に対す

る避難対象地域が忘れられている。再度、市が防災?'')Iプや防災ガイドラインを配布することが望ま

れる。

(3 )噴火災害について、家庭内で話し合うことがほとんどないとする回答が多く、市民の中で噴火

災害の体験が風化しつつある。

(4)平成 13年のアンケート調査結果と平成9年および平成7年の 2回行ったアンケー卜調査結果を

比較すると、水無川・中尾川の土石流が大きく減少し、雲仙普賢岳の溶岩ドームの崩興が増加してお

り、島原市民の災害に対する心配は、土石流から地震による普賢岳の溶岩ドームの崩壊に移っている。

(5 )砂防ダム群の建設については、「基本構想どおりに建設する」とする回答が約 40%を占めてお

り、地元住民は、基本構想どおりに建設してもらいたいと考えている。

(6 )島原市によって、避難訓練の実施や研修会の開催およびパンフレットの配布などの自主防災組

織の活動を活発{じさせる活動が行われたにもかかわらず、自主防災組織の結成またその活動は未だ市

民に浸透するに至っていなし、。

本研究のアンケート調査を行うにあたり島原市民の協力を得た。また、アンケートの集計にあたっ

ては卒論生相川浩二さんの熱心な協力を得たことを付記する。
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